
７月 ３１日 　財政危機宣言

　　　平成19年度までの5年間で、総額で3,100億円、年平均で約600

　　億円の収支不足が発生する見込みであり、平成18年度以降には、

　　財政再建団体に転落する危険性があるとの中期財政収支見通しを

　　発表。

９月 ３日 　行財政改革プラン公表

１０日 　第1回行財政改革委員会

　　　行財政改革プランについて

１０月 １５日 　多摩区タウンミーティング開催　（参加者595人）

１７日 　川崎区タウンミーティング開催　（参加者725人）

２２日 　高津区タウンミーティング開催　（参加者624人）

２９日 　幸区タウンミーティング開催　　（参加者557人）

３０日 　中原区タウンミーティング開催　（参加者706人）

３１日 　第2回行財政改革委員会開催

　　　市民説明会における主な市民意見について

　　　行財政改革の具体的な取組状況について

１１月 １日 　麻生区タウンミーティング開催　（参加者519人）

６日 　宮前区タウンミーティング開催　（参加者528人）

１月 ２３日 　第3回行財政改革委員会開催

　　　市民説明会の報告について

　　　行財政改革の進捗状況について

　　　市民サービスの再構築に向けた今後の取組みについて

２月 ３日 　平成15年度予算案公表　　

　　　一般会計予算規模は、過去最高（対前年4.0％増）

　　　市税収入は、対前年度4.8％減（125億円減）

　　　人件費比率は、対前年度1.6％減の22.8％

　　　行革の成果として、目標額130億円の見直しに対し、144億円の

　　見直しを確保

  ２０日　 　第4回行財政改革委員会開催

　　　平成15年度予算について

４月 ２１日 　地下鉄事業に係る検証結果公表

　 ２５日 　第5回行財政改革委員会開催

　　　地下鉄整備事業に関する検証結果について

　　　行財政改革の取組状況について

５月 １～２０日 　地下鉄事業にかかる市民アンケート調査実施

６月 ３日 　事務事業総点検（川崎再生ACTIONシステム）スタート

６日 　第6回行財政改革委員会開催

　　　行財政改革の取組状況について

　　　事務事業総点検（川崎再生ACTIONシステム）について

　　　今後の予定について

１６日 　地下鉄事業の5年程度着工延期を発表

行財政改革関連主な取り組み等


